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■法人本部 

 

|概 要| 

 

 私立学校を取り巻く環境は、少子化の進行や様々な

教育改革、働き方改革、学校法人制度改革など大きく変

化しており、ますます厳しさを増しています。 

 このような中、本法人では第１次実施計画（Ｈ２５～

３０）を策定し、計画的な経営を進め、Ｈ２６年度以降

黒字化を図っています。さらに経営の安定化を図るた

め、第２次前期実施計画（２０１９～２０２１）の策定

を行い、計画的な経営を行ってまいります。 

 特に、法人本部として、経営改革を基本に、様々な制

度改革に的確な対応を行い、法人が一体となって取り

組む必要があります。 

 このため、法人のガバナンスの強化、財政の健全化な

どの経営改革をはじめ、さらに広く地域の方々へ情報

を発信するなど、その役割を果たしていきます。 

 

 

|１| 経営改革 

 

１．経営ガバナンスの強化 

①常任理事会の活性化 

・トップ（担当理事）会議を開催し、担当理事間の意見

交換を図る。 

・理事会の審議事項の明確化。 

・常任理事会の審議項目について検討する。 

 

②監査部門との連携強化 

・理事長との定期ミーティングの実施。 

・監査指摘・意見について、適切に対応。 

・監事指示による重点監査等の実施。 

・監事と会計士との意見交換の実施。 

 

③実施計画の進行管理 

・実施計画について進捗管理を行う。 

・実施計画及び財政計画について、必要に応じ見直し

を行う。 

 

④学校法人制度改革への対応 

・文科省において、学校法人制度の改革が検討されて

おり、具体的には、理事会の議決事項の明確化、監事

に理事の違法行為差し止め請求権の付与、評議員の

中期計画への関与などであり、施行に際しては関連

規則の改正など的確な対応を行う。 

 

２．財政の健全化 

①財政計画の執行管理 

・財政計画の進行管理を適切に実施する。 

 

②予算・決算業務の適正管理 

・予算の理事長ヒアリングを引き続き実施し、政策的

及び戦略的観点から予算編成を行う。 

・決算ヒアリングを実施し、決算の見込及び計画的執 

行について検証を行う。 

 

③資金の計画的運用 

・安全かつ効率的な資金運用の実施を図る。 

・計画的な資金の積み立てを実施する。 

 

３．組織マネジメントの強化 

①事務組織体制の構築 

・将来を見据えた計画的な採用等を行う。 

・適切な人員配置及び効率的な組織体制の検討を行う。 

・課室等業務について検証を行い、業務配分の適正化

を図る。 

 

②人材の育成 

・人権、財務、ハラスメント等研修を実施する。 

・管理職の人事評価を継続実施する。 

・監督職の人事評価を新たに実施する。 

 

③働き方改革への対応 

・高校、専自校教育職に出退勤管理を導入する。 

・計画的有給休暇の付与制度を実施する。 

・同一労働同一賃金について、国の指針を元に見直し

を行う。 

 

 

４．業務改革の推進 

①経営戦略会議 

 

平成３１年度事業計画書 
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・経営戦略会議において、働き方改革への対応、受動喫

煙防止対策、出退勤管理、職員アンケート、業務改善

提案などの諸施策や課題について、引き続き検討・実

施を図る。 

 

|Ⅱ| 的確な情報発信 

 

①法人全体の広報 

・広報誌（５０００部）を継続発行、DreamFM ラジオで

のラジオ CM、ホークスパートナーズによる広報、市

役所コミュニティビジョン、JR 久留米駅パンフスタ

ンド、各地点の法人案内看板等の広報について、引き

続き効果的に実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

2019 事業計画書  3 

 

教
習
部 

法
人
本
部 

久
留
米
工
業
大
学 

祐
誠
高
等
学
校 

久
留
米
自
動
車
学
校 

久
留
米
自
動
車
工
科
大
学
校 

■久留米工業大学 

 

|概 要| 

 

 急速な１８歳人口の減少、グローバル化の進展、第

４次産業革命等により、大学を取り巻く環境は変化し、

一層厳しさを増している。 

 本学は、「２０４０年に向けた高等教育のグランド

デザイン」において示される高等教育が目指すべき姿

に対応するため、今年度より、新たに策定したビジョ

ン（『“ひとりひとりの学生の才能”を伸ばす大学』『“も

のづくり産業人”を育成する大学』『“地域の産業界か

ら頼りにされる”大学』）に基づく第２次前期実施計画

（２０１９～２０２１年）を実施していく。 

 

|Ⅰ| 教育力の向上 

 

１．学生確保 

・高大接続改革を踏まえ、アドミッション・ポリシー

を基軸とした広報事業を展開し、学生ニーズ等のマ

ーケティングを実施、入学者の確保につなげる。 

・退学者防止につなげるデータマイニングの導入及び

教職協働体制の検討を図る。 

・奨学金対象者の追跡調査に基づく奨学金制度の見直

し並びに高等教育無償化を踏まえた奨学金制度の

見直しを図る。 

・学生データの７０％をデジタル化し、データの一元

化を図り、教育力の可視化を目指す。 

 

２．教育内容の充実 

・カリキュラム・ポリシーとディプロマ・ポリシーと

の一貫性についての検証及びアクティブラーニン

グ推進、必携ＰＣ活用推進等における施策策定を行

う。 

  また、ティーチングポートフォリオ、授業評価ア

ンケートを活用した教育改善に取り組む。 

・学士プログラム及び修士プログラムの見直しを検討、

実施する。 

 

３．教育の質保証 

・アセスメント・ポリシーに基づく学修の質保証のＰ

ＤＣＡサイクルの確立及びアセスメント業務の見

える化を図る。 

・ディプロマ・ポリシーの妥当性の検証及び学修成果

の可視化を図る。 

 

４．教員の教育力の強化 

・大学教育の転換に対応するＦＤ・ＳＤ研修を実施す

る。 

 

５．学生支援の充実 

・リメディアル教育の充実を図るため、基幹教育セン

ターの支援体制の強化に取り組む。 

・経済支援奨学金の適正な見直しを図る。また、学友

会活動の活性化に向けた協力体制のあり方を検討

する。 

・学生の意見に対する改善策を検討する。 

 

６．就職支援の充実 

・資格支援に向けた各種講座を開講する（ＭＯＳ、Ｔ

ＯＥＩＣ、各３０名以上の受講生を目標） 

・キャリア支援アンケートの実施及び既卒者向けＷｅ

ｂサイトの構築を目指す。 

 

|Ⅱ| 研究力の向上 

 

１．研究支援の強化 

・パートナーモビリティに関する研究の検証及び次の

柱となる研究テーマの決定とその研究体制を確立

する。 

・研究環境整備を検討するＷＧを設ける。また、教員

の研究時間の確保に向けた施策を検討する。 

 

２．戦略的な研究費配分 

・外部資金獲得の推進に向けた組織的な研究力強化施

策を検討、施行する。また、戦略的な学内研究費（学

長裁量経費）の効果を検証し、改善を図る。 

・メンター制の導入を検討 

・研究ＷＧを立ち上げ、学科横断型の研究に着手する

準備を行う。 

・研究に携わる全ての構成員（学部生、大学院生含む）

を対象に研究倫理に関するＦＤ・ＳＤ研修会を実施



 

4  2019 事業計画書 

 

する。また、e-learning による自己評価を行う。 

 

|Ⅲ| 社会貢献の推進 

 

１．産学官連携 

・産学官連携組織の確立を図り、産学官連携推進委員

会の設置を検討する。 

・技術相談、技術指導により共同研究及び受託研究に

つなげる。 

・社会人プログラム（ＢＰ）の遠隔講義化等を導入、

ＢＰの充実を図る。また、企業ニーズをデータベー

ス化し、傾向を分析する。 

・連携協定校との共同研究の推進を図り、人的交流を

促進する。 

・リサーチパークとの情報交換会及び地域連携推進協

議会を開催、研究のニーズを把握する。 

・久留米・鳥栖地域産学官テクノ交流会に研究成果を

出展する。 

 

２．地域教育機関との連携 

・地域の初等・中等教育機関と連携した活動を推進す

る。 

・学科横断的な公開講座の共通コンテンツ等をマニュ

アル化する 

 

|Ⅳ| 経営改革 

 

１．ガバナンスの確立 

・学長のリーダーシップの確立をより確実にするため

の体制強化を図る。また、教学マネジメント方針を

明確にする。 

・事務組織の業務ガイドを策定、業務の標準化に着手

する。 

 

２．職員研修 

・３か年の研修体系を作成する。 

・業務ガイドを踏まえた事務職員研修を実施する。 

 

３．人事 

・全学的・長期的視点に基づく人事計画を策定する。 

・業務ガイドを作成する。 

・教職員に対する評価制度の検証を実施する。 

 

４．財務 

・財務状況を踏まえた事業計画、予算編成を行う。 

 

５．学習環境の整備 

・非構造部材調査、耐震化対応等の維持管理対策を行

う。また、学生寮の整備方針及び中尾山キャンパス

の整理方針を検討する。 

 

|Ⅴ| 内部質保証 

 

１．内部質保証の組織体制 

・教育改革推進委員会を軸にしたガバナンス体制を構

築する。 

・内部質保証の指針、組織図、手続き等を整備し、組

織体制の明確化を図る。 

 

２．内部質保証のための自己点検・評価 

・自己点検・評価を実施、報告書を作成・公開する 

 

３．内部質保証の機能性 

・自己点検・評価の結果を活用し、大学運営の改善を

図る。 

・教育改革推進委員会を起点とするＰＤＣＡサイクル

による教育の改善・向上を図る。 

 

|Ⅵ| 国際化の推進 

 

１．国際交流事業の推進 

・国際交流センターの設置について検討する。 

・外国人留学生の受入れの促進及び入学後のサポート

体制を確立する。 
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■祐誠高等学校 

 

｜概 要｜ 

 

 周辺の私立高校と１部の県立高校が中高一貫校にな

っていることに加え、地元久留米信愛中学・高校の共学

化、また県立高校の実質的な専願入学試験と言える特

色化選抜入学試験の導入など、本校を取り巻く環境は

ますます厳しい状況にある。このような逆境の中で本

校が生き残っていくためには、今までの実績に加え既

存の科では受験生に選択してもらえなかった領域にも

新たに挑戦していかなければならない。 

 このようなことから、従来の自動車科を再編し新た

な魅力ある科とコースを設置し、未来につなげていく

準備をしていく。また、各科の特長を最大限に引き出し

本校の魅力をアピールする。そのために人材の確保、資

格取得、進学及び就職の実績をこれまで以上に出せる

よう、各科会議・職員研修会を軸に進めていく。 

 

|１| 教育内容の充実 

 

◆資格取得と進路保障 

・工業科においては、「ものづくり」を主体に工業技術 

の習得を目指し、免許・資格取得を推奨し社会の第一 

線で活躍できる人材を育成する。また、土木科におい

ては測量の分野、情報技術科においては制御の領域

でドローンを使った授業を新たに展開していく。 

・普通科では、e-ポートフォリオを意識しＩＣＴ教材

の活用を目指す。また、希望する大学への進学実績

が向上するように授業・課外のあり方をさらに充実

させていく。 

 

◆教職員の資質向上 

・毎月１回の各科会議を通じて各科の課題、生徒の状 

況を把握、情報を共有し、教育内容の改善に努める。

また、各種研修会の開催と各種研修会への積極的な

参加を促し問題解決能力の向上を目指す。 

 

|２| 生徒支援体制の整備 

 

◆生徒支援の連携 

・カウンセラーによる個別の悩みや健康等の相談体制 

は継続し、支援を必要とする生徒への対応強化に努 

める。 

 

◆問題意識の共有 

・多様な生徒に対応するため、校内での研修の実施に

加え外部での研修も積極的に参加を促し、多様な生

徒に対する意識、情報の共有化を図り、以って教師

集団が１つになって生徒への支援を行う。 

 

|３| 経営改革 

 

◆生徒数の確保 

・私学経営の最大の課題は生徒数の拡充である。従っ

て、新校舎、カフェテリア風の新食堂の魅力、普通科

進学系の新カリキュラムの広報活動など今まで以上

の中学校訪問及び塾との連携を図っていく。 

 

|４| 学生生徒の確保 

 

◆広報活動の充実 

・昨年と同様、入学者６００名を目標に職員一丸とな

り募集活動に積極的に取り組む。 

・夏季、秋季のキャンパスウォークの実施 

・出前授業、進路講話の実施 

・保護者対象の学校見学会、説明会の実施 

・塾対象の入試、学校説明会の実施 

・三井、小郡地区の地域単独説明会（夜間）の開催 

・その他、中学校教員対象の説明会や中学校訪問等の 

実施 

 

◆奨学金事業 

・学業系奨学生、体育系奨学生制度の活用で、広報活動

及び募集活動において他校に競り負けないようにす

る。 

 

|５| 教育施設の整備 

 

◆施設の維持管理 

・情報セキュリティネットワーク工事を行い、校内の

情報ネットセキュリティの環境整備を行う。 

・教室の老朽化したエアコン設備の改修工事を年次的

に行う。 

・グラウンド照明のＬＥＤ交換工事を行う。 

・本館の消化ポンプ及び揚水ポンプの取替工事を行う。 
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・喫煙所の設置工事を行う。 

 

|６| 多様な連携の展開 

 

◆地域との連携 

・上津校区の協議会等に参加し、生徒の育成指導や登 

下校時の指導を連携して行う。また、地域懇談会に積 

極的に参加し、地域の意見に耳を傾け地域の方々と 

の協力体制を構築する。 

・校区内の清掃ボランティア活動を実施する。 

 

◆法人内学校との連携 

・進路保障の一環として法人内への入学推進を図る。 

・共有できる施設を有効に利用できる環境作りをさら 

に深める。 

・高大連携事業をさらに推進する。 

 

◆後援会・同窓会との連携 

・後援会に定期的な登校指導、挨拶運動などをお願い 

し、３者で生徒の成長を促す。 

・後援会による支援事業、学校施設の充実など学校発 

展のための経済的支援をお願いする。 

・同窓会の運営委員会に出席するなど、学校の現状を 

知ってもらい協力して学校及び同窓会の発展充実を 

図る。 
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■専門学校 久留米自動車工科大学校 

 

|概 要| 

 

 １８歳人口の減少や加速的に進行している若者の自

動車離れなど、自動車整備士養成施設を取り巻く環境

は年々厳しさを増している状況であるが、本校は６０

年の歴史を持つ自動車整備のプロフェッショナルエン

ジニアを養成する専門学校として、今後も変わること

なく社会から求められる高いスキルを有する自動車整

備士を養成する。 

 ハイブリッド車、電気自動車、水素エンジン自動車、

さらには自動運転化と自動車業界は、大きな変革の時

期をむかえて、整備士にはより高度な整備スキルが求

められている。 

 本校は、このような環境下において、職業実践専門課

程認定校として、企業と連携しながら実践に即した職

業教育に取り組んでいく。 

 学生募集に関しては、本校の特色や魅力をアピール

するため、ホームページの活用やＳＮＳを利用した広

報施策の実施や直接体験型のオープンキャンパスを充

実させ、学生確保に努める。 

 また、企業奨学金を利用した学生募集の推進、授業料

減免、給付型奨学金対象校となるべく申請を行い、経済

的事情により就学できなかった層の掘り起こしを行い、

安定した入学者数を獲得することで、収入の根幹であ

る学納金収入を確保し、財務収支の改善を実行する。 

 

|１| 教育内容の充実 

 

◆教育内容の改善・充実 

・学生からの授業評価や教育課程編成委員会からの提

言などを考慮した授業内容とすることはもちろん、

２０２０年から開始される授業料減免・給付型奨学

金対象校となるべく、ディプロマ・ポリシーを反映し

たカリキュラムを構成したうえで、新たなシラバス

を作成する。新たなカリキュラムの計画・実施におい

て、学生に分かり易く魅力ある授業を展開する。具体

には、教科と実習が連携した授業など新たな授業手

法の試行を行う。 

 

◆教員の教育力の強化 

・教育者の能力向上策として、学校内外で開催される

教育力強化に向けた研修への参加を推進するとと

もに、学校全体としての研修内容の共有化に努める。

企業研修や自動車メーカーが開催する研修に参加

することで生徒指導力の向上と最新技術の習得に

努める（自動車メーカー３社以上、部品メーカー２

社以上の参加を目標とする）。 

さらに、昨年度購入した新規実習機材を活用し

た最新の実習授業を展開する。 

 

◆教育の質の保証 

・自己点検評価及び学校関係者評価等を活用し、教育

内容、プロセス、教育の結果及び学校状況等を客観

的に評価することにより、教育の質の向上を保証す

るとともに、学生による授業評価を活用した教育手

法の改善による教育の質の向上により、学生の授業

満足度向上に取り組む。 

 

|２| 学生支援体制の整備 

 

◆相談窓口の充実 

・入学時の個別相談から生徒個々の状況を把握し、そ

の後の授業や成績、学生生活及び就職活動に関する

相談事項をクラスごとに対応できるようクラス担任

制は継続するものとし、専門性の高い相談において

は、学生課長、進路指導課長が細かに対応し、相互が

連携することで各種の相談内容に対応する。 

・女子学生においては、安心して学校生活ができるよ

うな環境整備のため教員に加え、女性職員による相

談体制は継続するものとする。 

・様々なストレスや心的問題を抱える生徒への対応策

として新たに臨床心理士によるスクールカウンセリ

ングを実施する。 

 

◆就職支援活動の充実 

・学内企業面談会の充実を図るとともに、豊富な求人

募集情報を提供する。 

・就職試験対策、社会人としてのマナー習得、コミュニ

ケーション能力の向上及び口述試験対策などのため

に、外部講師による職業理解教育・接遇マナー教育

を継続的に実施する。 

・広域企業訪問については、現在、企業の人事担当者の

来訪が大変増加したため、訪問企業数は６０社程度

を目標とする。 
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◆課外活動の充実 

・入学間もない１年生に対し、教員との交流や上級学

生との仲間づくり等に資するために、全学科全学年

参加の球技大会は継続して実施する。 

 

|３| 経営改革 

 

◆経営改革の推進 

・経常的支払いや物品購入に関しては、日々の収支状

況を把握しながら、適正な執行管理により収入増加、

歳出縮減に取り組む。 

・本校独自の魅力を広報し、安定的な入学者確保にお

ける収入増加を実現し、収支を安定させ、ソフト・ハ

ード面での改修、改善によるブランド力の強化を図

り、年度ごとに支出超過額を削減し、将来的な黒字

化を目指す。 

 

|４| 学生生徒の確保 

 

◆広報活動の充実 

 学生生徒の特性に応じた訴求ポイント（女子学生奨

学金、既卒社会人への専門実践教育訓練の講座指定、企

業奨学金制度の実施）をパンフレットなどの紙媒体、Ｈ

Ｐを中心とするＷＥＢ媒体で広く訴求する。 

①オープンキャンパス 

・ＯＣでは、年々参加者に対する出願率が低下してい

ることから、最低でも２００名（入学志願対象者１６

０名）以上の参加者が必要である。そのために開催時

期や回数の変更、相談コーナーの実施など、様々なア

プローチをしてきた。２０１９年は、講座内容や相談

コーナーなどはそのままに開催数を１８回とし、７

月２３～２６日までの期間を学校見学会として、い

ずれの日でも参加可能とし、本校の実習内容の見学、

教育内容の説明などを実施し、プレミアムＯＣに参

加できない層への対応策として新たに実施すること

とした。 

 

②進学説明会 

・会場ガイダンスや高校内ガイダンスは、高校生に対

し直接本校の魅力を訴えることができる場であるこ

とから継続して参加する。会場ガイダンス３０会場、

高校内ガイダンス７５会場を目標とする。 

 

 

③高校訪問 

・本校の在籍学生の出身校、実績校及び資料請求実績

のある高校などを分析し、広報担当チームを中心に

高校訪問を実施する。２０１９年度は、今までの３

名体制から２名体制と変化するため、より一層の効

率化を図ることはもちろん、詳細な分析評価をもと

に年間５００校程度の訪問を実施する。 

 

◆退学者の防止 

・日常的な保護者との連携や独り暮らしの学生への定

期住居訪問の継続的な実施、また１年生時の実習授

業参観に同時開催される個別面談の実施は継続する。 

 

◆奨学事業 

・本校独自の奨学制度の中で、最も大きなウェイトを

占めるのが女子学生奨学金であるが、減少し続けて

いる学生数の中にあって、女子学生は唯一増加傾向

にある貴重な存在であるため、費用の増加は見られ

るが継続して実施することとする。（２０１９年度出

願目標数は５名） 

・本校は、日産プリンス熊本の企業奨学金制度対象校

となったことから、本件を広報活動に活かすととも

に、他の販売会社の取り組み内容等を調査し、本校が

企業奨学金の対象校となるよう積極的に働きかける

こととする。 

 

|５| 教育施設の整備 

 

◆メンテナンス事業 

・昨年度に比較的大規模な改修や施設整備事業を実施

したため、今年度は第２キュービクルの改修工事のみ

を実施する。第２キュービクルは昨年取り替えた主キ

ュービクル同様に、内部機器の老朽化が進行している

こと、主キュービクルから埋設で延びる高圧電線の老

朽化と埋設状態の悪化などが懸念されており、早期に

改修する必要がある。 

 

◆機器の入れ替え 

・減価償却年限を過ぎ、故障も見られるようになり、さ

らにはＯＳの保証がなくなることを考慮し、職員室・

事務室のＰＣの入れ替えを実施する。 
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|６| 多様な連携の展開 

 

◆地域連携授業 

・継続して参加している八女工業高校文化祭における

車両展示や旧車展示などのイベント参加協力には従

来通り継続して支援していく。また、広川町との連

携事業についても継続検討する。 

 

◆同窓会との連携 

・卒業生の現在状況を把握するとともに、同窓会と連

携した取り組みを検討実施するため、今年度は同窓

会総会を実施する。 
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■久留米自動車学校 

 

|概 要| 

 

 近年、自動車学校を取り巻く環境は、少子化、高

齢化、若者の免許離れなど、ますます厳しいものと

なっている。こうした中で、２０１７年３月１２日

に施行された道路交通法の改正によって、7.5t 未満

トラックの免許が 18 歳から取得可能となる「準中型

免許制度」がスタートし、さらに高齢ドライバーの

事故防止対策として「高齢者講習制度」の抜本的改

正が行われた。 

 これらのことから、業務内容は以前にも増して複

雑多岐にわたることとなってきたが、本校の強みで

ある「学校法人が設置する公共性の高い、安心安全

な自動車学校」として地域に根付いた信頼・伝統を

生かして、今まで以上に正確・誠実な業務運営及び

顧客サービスを行っていく必要がある。 

 一方で、学校法人の収益事業としての役割を十分

に果たすことも喫緊の課題である。本年度の事業計

画は、これらの課題に応えるべく、職員全員が意思

を統一して、入校生確保及び経営安定化を図ること

とする。 

 

|Ⅰ| 業務内容の充実 

 

◆本免・仮免合格率の向上 

・社会の自動車学校評価の１つとなる本免合格率は、

福岡県の平均値より低いため、指導員体制を充実

させ、学科教習及び技能講習の質を高めることに

より、合格率の向上を図る。 

・指導員研修 年３回実施 

・検定員研修 年３回実施 

・検定員資格保持者を２名増加させ、２１名とする

（Ｈ３０：１９名） 

・仮免合格率目標８５％ 

・本免合格率目標７０％ 

 

◆初心運転者講習および原付講習の充実 

・充実した講習を行うことによって、本校の自動車

教習所としての評価を高めるとともに、４輪普通

免許など、原付免許以外の免許の取得につなげる。 

・原付講習受入実施及び講習内容の充実 

（受入目標：２００名） 

 

◆学科試験合格率の向上 

・学科教習の受講成果の測定及び学科模擬試験等、

仮免・本免学科試験のための自主学習をサポート

する「効果測定室」における指導体制の充実を図

る。 

・効果測定室に学科担当の指導員が常駐し、相談・

質問に応じる。 

・学科試験の傾向と対策、模擬試験問題を作成し、

指導する。 

 

|Ⅱ| 教習生支援体制の整備 

 

◆相談窓口の充実 

・職員の接遇マナーの向上及び卒業生フォローの充

実を図る。 

①職員の接遇マナーのさらなる向上 

・教習生アンケートによる満足度向上を図る。 

・職場内接遇研修の実施 

・職場外接遇研修への参加（副管理者研修会１回、

検定員法定講習１回、教習指導員法定講習１回ほ

か） 

②卒業生へのフォローの充実 

・本校卒業生に対し、免許取得後 1 年間の期間「再

会講習」と銘打って無料の運転講習を実施したり、

卒業生が交通事故を発生させないようハガキ等で

連絡し定期的な指導・助言を行うことにより、事

故率を下げる。 

・今後は、メール等による連絡方法も検討する。 

・これらによって、初心運転者事故率 1.10％以下を

目指す。 

 

|Ⅲ| 経営改革 

 

◆業務改善、収支改善及び組織マネジメントを

図る等により、収益事業としての経営基盤の

安定化を図る 

①入校生のニーズに沿った業務体制の推進 

・指導員体制の充実（２８名体制） 
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②業務改善提案 

・業務改善を図るため、提案制度を活用する。 

・５件以上の提案を募り、校長表彰を行うほか、理

事長表彰推薦を行う。 

・提案内容については可能な限り実行する。 

 

◆人件費の見直し 

・本校は、年単位の変形労働時間を採用し、繁忙期

に効率よく運営できる体制を採用している。 

・変形労働制のメリットを生かした労働時間の活用

によって、超過労働時間の増加を防ぐとともに、

自動車学校として安定して経営できる人員体制を

確立して人件費の縮減を目指す。 

 

◆授業料等の改定 

・近年の経済状況の変動により諸経費が高騰し、経

営が厳しいものとなってきている現状に加え、消

費税１０％による影響を考慮し、授業料及び入学

金の改定を検討する。 

・近隣の自動車学校の動向を勘案して、入校生の減

少をきたさない範囲で検討を行う。 

 

◆組織マネジメント（研修・組織等） 

・組織化の進展と責任体制の明確化を図り、情報の

共有化により業務の円滑な運営を行うとともに、

収益事業として本校の経営状況を職員に徹底する

ほか、幹部教育を行い、管理職員の管理能力を向

上させ、職場を活性化させる。 

①組織化の進展と責任体制の明確化 

・現行会議等の充実を図る（全体会議、部長会議、 

科長会議、検定員会議、科内会議等）。 

・部長の指導、統括体制を強化する。 

・科長の責任分担、連携協力体制の構築を図る。 

・組織内コミュニケーションの進展を図る。 

 

②幹部教育 

・幹部としての意識向上を図るため、内部研修の継 

続とともに、副管理者研修会、検定員法定講習等

を活用する。 

 

|Ⅳ| 教習生の確保 

 

◆広報活動の充実 

・学生、生徒の勧誘をさらに効果的に行うため、広

報活動をより充実させることとし、本校 HP の更新

及び新たな看板の設置等の展開を図る。 

・HP の更新及びインスタグラムの導入等による SNS

当の有効活用を図る。 

・チラシ配布範囲の見直し及び改善を図る。 

・久留米大アクセス道路への新たな看板設置 

 

【入校目標】 

・４輪：１１９０名 

・２輪： ２１０名 

・計１４００名（内法人内４３０名、法人外９７０

名） 

 

◆営業活動の充実 

・各学校及び各企業、自衛隊等との連携を密にし、

各連携先からの入校生数の対前年増を目指す。 

・連携校１６校、久留米貨物自動車事業協同組合、

ブリジストン、自衛隊、アサヒコーポレーション、

ピラミッド、大電、丸永製菓等と連携を行う。 

 

◆入校生確保プロジェクトによる各種戦略の

企画実施 

・久留米大学の学生サークルと連携を図る。 

・魅力ある各種イベントの企画及び実施を図る。 

 

|Ⅴ| 教育施設の整備 

 

◆施設・設備の維持 

・安全・円滑に演習を行うため、施設設備を整備し、

安心安全な教習環境を維持し、かつ、快適な環境

を提供する。 

・校舎の老朽化に対して、予算等の制約により直ち

に実施することは困難でるため、校舎を新規に建

設するか再活用するか等の検討に着手する。 

①教習車両等の更新 

・送迎バス２台の更新 

②コース整備 

・安全な教習環境を維持し、快適で事故のない自動

車学校としての評価を高める。 

・コース等の安全対策のため、コース案内標識の整

備、その他必要な整備を継続して行う。 
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|Ⅵ| 多様な連携の展開 

 

◆連携事業の展開 

 久留米警察署、その他の関係機関等と連携し、地

域に対する交通安全啓発活動を活発に展開し、自動

車学校に課せられた「地域の交通安全センター」と

しての役割を十分に果たすことで、地域における社

会的評価、存在意義を高める。 

 

①地域交通行政との積極的な連携 

・久留米署、久留米市、交通安全協会及びＪＲ等と 

の連携による交通安全啓発活動を行う。 

 

②高齢者講習の充実、企業講習（企業安全教育）の

積極的受入 

・高齢者講習：１５００名受入目標 

・企業講習：延２０社受入目標 

 

③中学及び高校に対する体験型講習会の実施 

・体験型講習会を実施し、「地域の交通安全センター」 

としての役割を十分に果たし、社会的評価を得る

とともに、講習会参加者に将来の入校を動機付け

る。 

・講習会実施延５回目標 

 

|Ⅶ| その他 

 

・今後、様々な局面で本校が、「学校法人久留米工業

大学が設置する自動車学校」であることの意義を

再認識し、これをキーワードとして、広範な活動

を行うこととする。 

・ドライブレコーダーの記録を大学と連携して分析

し、運転者にフィードバックするとともに、交通

安全啓発活動等の資料として活用する。 

・最近急速に需要が高まっているドローン講習の導

入等により、自動車学校の役割拡大、収益増を図

る。本年度は、ドローン講習等の導入に向けての

調査・検討を行う。 
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■教習部 

 

|概 要| 

 

 教習部は、大型特殊運転教習をはじめ各種建設機械

の講習等を実施する公共性の高い教習機関として、現

下の厳しい労働災害の現状等を踏まえ「安全意識の高

い適正な知識・技術を有したオペレータの育成」に努

め、地域及び企業等の安全に寄与し、また収益部門と

して本校の健全な経営に資する。 

 

|Ⅰ| 業務内容の充実 

 

◆教育方針 

・本校は、１２種という多様な建設車両の技能講習 

等の受講が可能であり、それに伴う建機の種類・数

とも充実しており、受講生に確実な技術と知識、安

全意識を教習することを方針とし、教科及び実技試

験等の合格率１００％を目指す。 

 

◆学科教習 

・テキストの内容に従い、近年の災害事例、経験談等

を加え、パワーポイント、ＤＶＤ及び模型等の教材

を活用する等により印象教育に努める。 

 

◆実技教習 

・基本操作の修得はもちろん、常に安全への配慮がで 

き危険動作を行わないよう指導徹底する。 

 

|Ⅱ| 教習生支援体制の整備 

 

・受講案内、教習内容などについては、電話受付、窓

口対応の段階より受講の時期、免除項目等の受講生

の立場に立った親身な案内に努めるとともに、HP や

パンフレット活用による効率的かつ適切な情報提供

を行う。 

・建設労働者確保育成助成金及び教育訓練給付金制度

の積極的な案内による事業主及び受講生負担の軽減

を図る。 

 

 

 

 

|Ⅲ| 経営改革 

 

◆職員体制の見直し 

・指導員の高齢化の段階的解消とともに、指導員数の

不足も懸念されるため、将来において核となる後継

適任者発掘のため、有資格者の情報収集に努める。 

 

◆教習計画 

・収益の安定化を図るため、受講生の受入計画数を前 

年比＋３％以上とし、安定した収入を確保する。 

 

|Ⅳ| 教習生の確保 

 

◆広報 

・常連企業へは、講習日程表を年度開始前早期に配布

する。 

・教習部次長による常連企業への訪問営業を継続する。 

・DM による広範囲な周知を行い、受講生確保に努める。 

・講習期間における指導員からの受講案内を積極的に

行う。 

 

◆その他 

・教習生の確保として、これまで継続していた自衛隊

との協力関係を維持するとともに、受講実績の高い

企業への営業活動に取り組む。 

 

|Ⅴ| 教育施設の整備 

 

◆安全確保 

・建設機械等の安全点検は適切に実施しており、安全

の確保に努める。 

・受講生および指導員に対し、熱中症への注意喚起を

行うとともに、発症時の対策を講じる。 

・建機等の予防整備に努め、突発的故障発生を防止す

るとともに、初期症状の修理により経費の削減を図

る。 
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|Ⅵ| 多様な連携の展開 

 

・法人内の各学校生への受講を促し、就職活動等をバ

ックアップするとともに、建設機器関連業者、ハロー

ワーク等との関係を適切に保ち、受講生確保へつな

がるよう努める。 

・福岡労働局、全国登録教習機関協会及び福岡県登録

教習機関連絡協議会との関係性を深め、法改正等の

情報を入手した際には関係業界への情報提供を行う 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


